













































































































いとした。          
　[8]のように，受寄者による物の保管を寄託者の権利行使と解するならば，
期限の定めのない
4 4 4 4 4
寄託契約においても寄託者の権利行使があるといえよう。そ
うすると，期限の定めのない


































































































































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4
な場合には時効の進行を認めないものであった。[35]も，損害賠償請
求権を行使することが事実上不可能

















































































































































































































































































































































































4 4 4 4
である損害が発生していないことか
ら，法律上の障害






































































確認するものでしかない。            
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